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Ⅰ は じ め に

本稿は，「実験制度会計論」とよばれる新しい領域の問題意識について，既存の会計

研究との相対化を図ることにより確認することを目的とするものである。特に本稿は，

日本に多くの研究蓄積のある（そして，ここ最近は研究が衰退方向にあると思われる）

会計構造論ないし計算構造論とよばれる領域と実験制度会計論との関係性について分析

することをメインターゲットとすることにす
1

る。

近年，会計制度の重要性が今まで以上に高まっており，そのような中で，会計制度の

性質ないし位置づけが大きく変容している。たとえば，企業経営や金融市場のグローバ

ル化を背景として，会計基準の調和化ないし統一化が叫ばれているが，このような中で

は，「会計制度は，複数の選択肢の中から選ぶ（選ばれる）もの」という視点が重要に

なってきている。また，大規模な会計不正事件など，数々の「制度の失敗」が生じてし

まっているが，その中身を見てみると，実は，人間由来の失敗，つまり，「『制度が本来

予想していた人間行動』に，意図的に反した人間行動」がその原因となっていることが

分かる。

このように，近年の会計制度を巡っては，複数の中から選ぶ（選ばれる）という視点

が重要であること，また，単に会計処理の中身だけではなく，それを用いる人間心理の

問題が大きく問われている。

これに対して，これまでの「制度会計論」や「実験会計学」では，一体どのようなス
────────────
１ その意味では，田口（2007 a ; 2009 a）を端緒とし，その後，田口（2010 ; 2011 a, b ; 2012 a, c, d ; 2013

b, c, e ; 2014 a, b ; 2015 a, b），田口・上條（2012），田口・福川・上枝（2013），Taguchi et al.（2013 ;
2014），Taguchi and Kamijo（2014）へと続く筆者の一連の実験比較制度分析と，田口（2005 ; 2007 b,
c ; 2009 c）など筆者の一連の会計構造論研究との関係性を考えるというのが，本稿の「裏」の目的で
ある。
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タンスで研究がなされてきたのだろうか。この点をまずⅡで概観することにする。そこ

では，まず一方，従来の「制度会計論」は人間不在のまま研究がなされてきており，他

方，従来の「実験会計学」では，人間に注目するとしても，あくまで人間の心理バイア

スにのみ注目した研究がなされており，人間と制度との関わりにはあまり重きをおいて

こなかったという現状が明らかにされる。つまり，両者の融合が図られてこなかったと

いうミスマッチ現象が示される。そして，そのようなミスマッチが解消され，「制度会

計論」が「実験会計学」と出会い有機的に結合することが重要であることを明らかにす

る。

Ⅲでは，実験制度会計論と会計構造論との関係性について述べる。会計構造論研究

は，これまで日本に多くの研究蓄積があるものの，しかし，近年の欧米流の実証研究中

心の研究スタイルへの変化の潮流の中で，また，規範理論から説明理論へという大きな

流れの中で，徐々にその存在意義が薄れてしまっている領域である。しかしながら，筆

者は，この原因は，会計構造論そのものにあるのではなく，会
�

計
�

構
�

造
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�

に
�
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�
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る
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衣
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にあると考えている。そして，その誤
�

解
�

の
�

「元
�

凶
�

」

は，会計構造論の「類
�

似
�

品
�

」，すなわち，仕訳を用いているという意味では一見会計構

造論的
�

であるが，その実は会計機能論研究であるという（カギ括弧付きの）『構造的会

計観』研究にあると考えている。そこでⅢでは，この『構造的会計観』研究なるものを

あぶり出すとともに，会計構造論に対する誤解を解いたうえで，実験制度会計論との関

係性について分析することにしたい。

最後にⅣでは，全体の纏めをおこなう。

Ⅱ 従来の「制度会計論」と「実験会計学」

以上を踏まえて，まずもって問題となるのは，これまでの伝統的な「制度会計論」や

「実験会計学」では，一体どのようなスタンスで研究がなされてきたのかということで

ある。結論的には，まず一方，従来の「制度会計論」は，人間不在のまま研究がなされ

ていたり，また，分析上も制度の有用性を事後的にしか検証できないという限界を有し

ていた。他方，従来の「実験会計学」では，人間に注目するとしても，あくまで「私的

選択」を中心に，人間の心理バイアスにのみ焦点を当てた個人単体の意思決定問題に注

目した研究が数多くなされており，人間と制度との関わりはそれほど重視されてこなか

った。つまり，両者の融合が図られてこなかったという現状（ミスマッチ）が存在して

いたものと思われる。
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Ⅱ．1 従来の「制度会計論」：人間不在と事後検証

まず前者について，伝統的な「制度会計論」「会計制度論」と一口にいっても，その

方法論は色々あ
2

るが，たとえば，日本で中心的な位置を占めてきた記述的・規範的なも
3

のを振り返ってみると，人
�

間
�

の
�

あ
�

り
�

方
�

と
�

の
�

関
�

係
�

性
�

を
�

見
�

据
�

え
�

た
�

研究はほとんど皆無であっ

たといえる。つまり，人間のこころの問題は捨象されてしまっているか，もしくは，人

間が考慮されているとしても，非個性的で無色透明かつ中立的な人間の存在を暗黙の前

提としたうえで議論がなされてきていたように思われ
4

る。

これは特に，会計不正等のいわゆる「制度の失敗」に直面した場合に，これまでの伝

統的な「制度会計論」がどのような方向性でこれに対処してきたかを考えればよく理解

できる。ここで，伝統的な「制度会計論」では，制度の失敗の原因を，会
�

計
�

情
�

報
�

の
�

精
�

度
�

の問題として捉えていたように思われる。つまり，制度の失敗が起こってしまうのは，

会計情報の精度（目的適合性や信頼性など）が低いからであり，失敗を解消するために

は，会計情報の精度を上げるべく，会計の中身，つまり，会計処理方法や会計測定の精

緻化を図る必要があると捉えてきたのである。このように，伝統的な「制度会計論」

は，制度の失敗に対して，いわば「会計の内側」に向かって事態を解決しようとしてき

たように思われる。しかしながら，この方向性は，先に述べたような現状を踏まえる

と，必ずしも的を射たものではないことが分かる。すなわち，現実世界を観察するに，

会計制度を巡っては，多くのプレイヤーが存在し，それらが相互作用を及ぼし合いなが

ら意思決定をおこなっているし，また先の考察のように，現在の制度は，特に人間心理

との関わりが大きくなってきているといえる。よって，伝統的視点のように，「人間不

在」のまま，もしくは，人間の存在を想定するとしても無色透明で中立な人間を想定し

────────────
２ たとえば，徳賀・大日方編（2013）では，「制度会計論」にかぎらず日本のこれまでの会計研究につい
てのサーベイが，方法論別に広くなされている。

３ なお，そもそも「制度会計論」といった場合に，単に会計基準の中身を解説するもの（解説書）や，現
行制度に対する自身の不満や主義・主張を根拠なくおこなうもの（主観的文章）もそこに含められてし
まうこともあるが，本稿ではそのようなものは（伝統的な「制度会計論」としても）とりあえず除外し
ておく。

４ なお，従来の伝統的な記述的・規範的「制度会計論」における代表的な手法として，仕訳例による説明
や分析が挙げられるが，このような仕訳による考察を，さらにより計算構造的に純化すると（つまり，
会計目的や会計機能論的な視点から分離していくと），それは「計算構造論」ないし「会計構造論」（笠
井 2000）として位置づけることができる。つまり，一般的には，伝統的な「制度会計論」の中に会計
構造論が含められて理解されているように思われるが，それは誤解であるため，本稿ではこれを峻別し
ておくことにする。すなわち，①本来的には，「従来の伝統的な記述的・規範的『制度会計論』におけ
る仕訳例による説明や分析」は，あくまで会計目的（たとえば，意思決定有用性概念）など会計機能論
の側面から仕訳を考察するものであり，他方，会計構造論は，それ（会計機能論）とは切り離して，会
計等式の側面から仕訳を考察するものであり，厳密にいえば，両者は，（同じく仕訳を説明や分析に用
いているが）次元の異なるものであること，②「制度会計論」（「従来の伝統的な記述的・規範的『制度
会計論』における仕訳例による説明や分析」）の主眼は，あくまで現実の制度にあるのに対して，他方，
会計構造論の主眼は，あくまで会計等式にある（現実の制度からは，一定の「距離」をとっている）こ
とには，くれぐれも留意されたい。この点は本稿で一番重要な点であるため，3で後述する。
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たまま，現在の会計制度の本質を捉えようとすることには限界があるだろう。つまり，

制度の失敗の原因を，会計情報に係る人間の意図にあると捉える視点が求められる。

また，近年は，アーカイバル分析により，制度をめぐる人間行動に一定の仮定を起

き，いくつかの代理変数を用いて会計制度を分析する研究も数多く存在するが，アーカ

イバル分析では，先に述べたとおり，①人間心理や個人の意思決定などのデータを集め

細かに分析することには限界があるし，②実際の制度が現実になければデータが得られ

ないため，制度の成立・運用前にそのパフォーマンスを検証することは不可能である。

このように，伝統的な「制度会計論」においては，まず一方，記述的・規範的な研究

では，そもそも人間不在という限界があり，他方，アーカイバル分析では，人間の心理

や行動に関するデータ収集の限界や，制度の有用性を事後的にしか検証できないという

限界があったといえる。この点，現代の会計制度の本質を捉えるうえでは，これまでの

研究の限界を補うような，新たな研究が求められることとなる。

Ⅱ．2 従来の「実験会計学」：私的選択と 1人意思決定問題

では，それに対して，肝心の「実験会計学」は，これまで一体何をしてきたのだろう

か。「実験会計学」は，（日本ではまだ目新しい存在かもしれないが，欧米などを見回す

と）実は何も新しい領域ではなく，Bonner（2008）などにも示されるとおり，実は 1970

年代ぐらいからその研究の蓄積がある。そこでは，主に人間の心理バイアスに焦点を置

いた，個人単体の 1人意思決定問題に注目した研究が中心的になされてきた。他方，人

間と制度との関わりについては，あまり重視されてこなかったように思われる。

そして，このことを検討するために，そもそも企業会計上の判断や意思決定は，一体

どのような場面で生じるのか考えてみよう。黒川（1999）（2011）によれば，会計情報

の需要と供給のプロセスにおいては，ある主体が様々な選択肢の中から何かを選択する

という行為があるが，このような企業会計上の選択には，2つのレヴェルがあるとい

う。

まず第 1は，「社会的選択」である。ここで社会的選択とは，適用可能な会計処理方

法の集合から，会計ルールとして何を選ぶか（何が選ばれるか）という選択問題（基準

設定の問題）をいう。第 2は，「私的選択」である。私的選択とは，ひとつには，経営

者が，ある経済事象に対して，会計ルールの中からどのような会計処理方法を選び，情

報利用者へ報告するかという選択問題をいう。また，この情報をもとに，利用者が様々

な意思決定をおこなうが（たとえば，投資家は，企業の株式を買うか否かなどの意思決

定をおこない，また，監査人は，この情報の信頼性に関する監査意見について意思決定

をおこなう），このような利用者の意思決定問題も，私的選択とよぶ（図表 1参照）。
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ここで，伝統的な「実験会計学」においては，主に，心理学的な視点から，私的選択

を扱う研究が数多くなされてきたといえる。たとえば，投資家や監査人の判断や意思決

定における心理バイアスを検証する実験など，私的選択をその研究の中心とし，かつ，

他のプレイヤーとの間の相互作用を加味しない，個人単体の 1人意思決定に焦点を絞っ

たものがほとんどであったといえる。もちろん，私的選択に関する実験でも，経済モデ

ルをベースに経営者と投資家・監査人との間の相互作用を分析する研究もない訳ではな

いが，それはごく少数に留まる。また，そもそも，私的選択に議論が集中しており，制

度の生成・崩壊プロセスの検証，制度間比較，制度の有用性などに注目した社会的選択

に関する実験は皆無であ
5

る。

つまり，伝統的な「実験会計学」の特徴としては，①その多くが私的選択に関するも

のであり，社会的選択に関する実験研究は皆無であること（よって，「制度は選ぶ（選

ばれる）ものである」という視点からの実験が欠如していること），②また，「私的選

択」でも，心理学をベースにした個人単体の意思決定問題に着目したものがほとんど

で，複数人間の意思決定状況を想定していないこと，といった点が挙げられる。

次に，このような特徴を有する従来の「実験会計学」研究の動向を確認しよう。たと

えば，Oler, Oler, and Skousen（2010）や田口（2012 b）などによれば，海外のトップジ

ャーナルにおける実験研究の論文掲載
6

数は，実は減少傾向にあるという。この理由は，

筆者の見るところ，特に心理学をベースにした私的選択の研究が，飽和状態にあること

に起因するものと思われる。すなわち，先に述べたとおり，現在の「実験会計学」のい

わゆる「王道パター
7

ン」は，投資家や監査人の判断や意思決定における心理バイアスを
────────────
５ このような実験会計学の現状については，Bonner（2008）のほか，田口（2012 b）（2013 a）（2013 d），
上枝（2007）（2012），上枝・田口（2012），Libby, Bloomfield and Nelson（2002），ないし，Callahan, Gabriel
and Sainty（2006）などを参照されたい。

６ ここでは（もちろん，それだけでは測れないものもあるが），実験研究の動向をみるひとつの客観的な
指標として，トップジャーナルへの論文掲載数を用いている。

７ なぜこのような「バイアス探し」の個人単体の 1人意思決定問題が，実験研究の「王道」として君臨し
続けてきたのか，その理由のひとつとしては，これまでの「制度の失敗」の原因が「意図なき失敗」で
あり，人間心理を容易に扱うことのできる実験研究が，この対処に注力してきたため（意図がないにも
かかわらず起こってしまうエラーやバイアスの問題に注力してきたため）と考えられる。しかし，す�

図表 1 会計情報の需要供給プロセスと 2つの選択

※黒川（1999）（2011）をもとに作成。
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発見するような，個人単体の 1人意思決定に焦点を絞ったものである。しかしながら，

これらの中には，「このような心理バイアスが存在した」「存在しなかった」というだけ

に留まり，理論的根拠に欠けるものも多いし，結局そこから先に繋がらないものも多い

ように思われ
8

る。この点に関連して，たとえば，山岸（2002）は，（会計学の文脈では

ないが）社会心理学の伝統的な研究の中には，理論的な背景なしに，「こういう心理バ

イアスがある」「ない」という行動パターンを単に集めるだけの研究（山岸 2002の用語

を用いるならば，「昆
�

虫
�

の
�

標
�

本
�

」をひたすら集めるだけの研究）があり，これらは「終
�

わ
�

り
�

な
�

き
�

夏
�

休
�

み
�

の
�

昆
�

虫
�

採
�

集
�

」であると批判しているが，まさに，会計や監査の実験研究

においても，このような「昆
�

虫
�

採
�

集
�

」的な研究が飽和化しているというのが現状である

ように思われる。つまり，実験研究は，特にゲーム理論とセットになることで多くの優

位性を持っているにもかかわらず，「本来やるべきことをやらない」状態（具体的には，

①社会的選択の問題を取り扱っていないこと，および，②プレイヤー同士の相互依存関

係を前提にした研究が少ないこと）にあるというのが，筆者の見るところの伝統的な

「実験会計学」の現状といえる。

Ⅱ．3 両者の融合，そして新
�

し
�

い
�

制度会計論へ

以上のように，まず一方，伝統的な「制度会計論」では，現状によりよくフィットし

た方法論からの分析が求められ，また他方，伝統的な「実験会計学」では，「本来やる

べきことをやらない」状態にあり（①社会的選択の問題を取り扱っていない，および，

②プレイヤー同士の相互依存関係を前提にした研究が少ない），両者が上手くマッチし

ていなかったというのが現状である。

しかしながら，両者はお互いに出会う必然性があるだろう。すなわち，現在のコンバ

ージェンス問題や制度の失敗を背景とする新しい制度環境を踏まえると，現状のミスマ

ッチが解消され，「制度会計論」が「実験会計学」と出会い有機的に結合することが望

まれる。そして，そのような有機的な結合によれば，現状の会計制度の本質を捉えた新

しい研究がなしうるかもしれない。そしてこの融合ないし結合こそが，新
�

し
�

い
�

制度会計

論つまり，実験制度会計論の真髄ともいえる。

また，他の方法論とのコラボレーションは，実験制度会計論を考えるうえで重要なポ

────────────
� でにそのような研究の端緒から 40年以上が経ち，研究自体の隙間を探すことが困難になってきている
こと（飽和化），かつ，先に述べたとおり，制度の失敗の原因が変容しており，従来型の研究では現状
の解明ができなくなってきていることなどが相まって，その全体の論文数は，減少傾向にあるものと思
われる。

８ もちろん，いうまでもなく，このような心理学をベースにした私的選択に関する研究のすべてがそうで
あるという訳ではない。
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イントとなろう。この「補いあい」のイメージを図にすると，図表 2のようになる。

図表 2に示される他の方法論との関係性について整理しておこう。その詳細は，すで

に別稿（田口 2013 a など）で論じているので，ここではポイントのみ述べる。

まず，実験制度会計論においては，モデル（分析的研究）と実験の「補いあい」が必

要不可欠である。すなわち，経済実験が検証すべきは，現実世界そのものではなく，あ

くまで現実を抽象化したモデルであるし，また，実験によって，モデルでは予期し得な

かった「意図せざる帰結」が発見された場合，それをモデルにフィードバックすること

で，モデルの現実的説明力と予測可能性を高めることができる。

また，実験制度会計論は，アーカイバル分析との「補いあい」も必要不可欠である。

これまで述べてきたとおり，特に実験とアーカイバル分析とは，モデルの検証手段とい

う意味で同じ役割を担っているし，また，内的妥当性と外的妥当性のトレードオフにお

いて相互補完の関係にある。よって外的妥当性が高いアーカイバル分析と内的妥当性が

高い実験研究とが上手く「補いあう」ことで，モデルの検証能力を高めていくことが求

められる。特に現状では，アーカイバル分析には膨大な研究の蓄積があるので，これら

の研究と上手く「補いあう」（特に，これまでアーカイバル分析がうまく踏み込めなか

ったような領域に実験が踏み込んでいく）ことが求められるといえる。

Ⅲ 会計構造論との関係

ここで，実験制度会計論の相対化について，更に踏み込んだ分析をしておくことにす
9

る。ここでの「表のねらい」は実験制度会計論の更なる相対化であるが，「裏のねらい」
────────────
９ なお，本稿と合わせて，田口（2009 a）補論も参照されたい。田口（2009 a）補論では，ゲーム理論 �

図表 2 「補いあい」のイメージ
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は，日本に膨大な研究蓄積のある計算構造論に対する制度との関係に関する「誤解」を

とくことであ
10

る。先に述べたとおり，会計構造論研究は，これまで日本に多くの研究蓄

積があるものの，しかし，近年の欧米流の実証研究中心の研究スタイルの潮流の中で，

また，規範理論から説明理論へという大きな流れの中で，徐々にその存在意義が薄れて

しまっている領域である。しかしながら，会計構造論は，本当にこのまま存在意義が薄

れてしまっていってよい，不要な領域なのだろうか。結論的には筆者は，決してそうで

はないと考えるし，また存在意義が薄れてしまっている原因は，会計構造論そのものに

あるのではなく，会
�

計
�

構
�

造
�

論
�

に
�

対
�

す
�

る
�

誤
�

解
�

にあると考えている。そこで本節では，会計

構造論に対する誤解を解いたうえで，実験制度会計論との関係性について分析すること

にしたい。

Ⅲ．1 機能的会計観と構造的会計観

実験制度会計論は，端的にいえば会計や監査のルールを巡る人間行動に注目した研究

を進であるが，これは，企業会計の全体像の中で，どのように位置づけられるのだろう

か。

笠井（2005），青柳編（1972），および田口（2009 c）によれば，企業会計をどのよう

に捉えるか（説明するか）については，大きく 2つの立場に整理できるという（図
11

表 3）。

まず第 1は，財務諸表と情報利用者との関係を重視する立場である。つまり，できあ

がったものとしての財務諸表（アウトプット情報）を前提として，それと投資家等の情

報利用者との関係を重視して，企業会計の問題を分析するアプローチがまず考えられ

────────────
� 分析と会計構造論との関係について，本稿とは別の視点から分析を加えている。
１０ その意味では，筆者がこれまで携わってきた実験制度会計論研究と会計構造論研究との関係を考える作

業でもある。
１１ このような分類の背後には，会計における機能論（語用論），構造論（構文論），測定論（意味論）とい

う 3つの峻別がある。この点は，笠井（2000）のほか，田口（2009 d）図表 2を参照。

図表 3 企業会計に係る説明を巡る 2つの立場
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る。これは，会計の役立ちを重視する立場であることから，機能的会計観，ないし，財

務諸表中心観と呼ばれ
12

る。

また第 2は，会計情報を産出するプロセスを重視する立場である。つまり，複式簿記

機構を重視して，企業会計の問題を分析するアプローチであるが，これは，会計の構造

ないし記録を重視する立場であることから，構造的会計観，ないし，記録中心観と呼ば

れ
13

る。

このうち，実験制度会計論は，前者の機能的会計観に依拠したものといえる。すなわ

ち，アウトプット情報たる財務諸表と情報利用者との関係を前提として，特に情報利用

者の相互依存的な意思決定に注目したうえで，企業会計制度というものを分析している

のが，実験制度会計論である。

Ⅲ．2 「会計処理や仕訳を考える」研究の 3つのタイプ

なお，ここで注意したいのは，「会計処理や仕訳を考える」研究には，大きく 3つの

タイプがある点である。図示すると図表 4のようになる。

まずタイプ 1は，会計処理を考えるとしても，もっぱら財務諸表のうえでの会計処理

を念頭に置き（複式簿記の仕訳自体はあまり念頭に置かず，ある特定の借方項目ないし

貸方項目のみに着目し），それを利用者の有用性の観点から考えるという研究である。

これは，まさにここでいう機能的会計観に依拠した研究である。たとえば，会計処理方

法やある項目の情報有用性を扱うようなタイプのアーカイバル分析（たとえば，繰延税

────────────
１２ 笠井（2005）p.46，および，青柳編（1972）p.97参照。
１３ 笠井（2000）のほか，田口（2009 e）（特に，図表 3）を参照。

図表 4 「会計処理や仕訳を考える」研究の類型化
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金資産の有用性を扱うアーカイバル分析）などは，まさにこれに該当する。

また，タイプ 2は，会計処理を考える際に，財務諸表上の特定の項目だけではなく，

一応はある取引における複式簿記を念頭に置いた仕訳を考えるのであるが，しかし，そ

の妥当性を決するのに，結局，利用者の有用性の観点から考えるという研究である。こ

れが一番気
�

を
�

つ
�

け
�

な
�

け
�

れ
�

ば
�

な
�

ら
�

な
�

い
�

タ
�

イ
�

プ
�

である。というのは，これは，仕訳を用いて

いる点で，一
�

見
�

す
�

る
�

と
�

構造的会計観的
�

ではあるのだが，利用者の有用性の観点，たとえ

ば，制度目的や制度の機能の観点からその仕訳を考えるという点では実
�

は
�

本
�

当
�

は
�

機
�

能
�

的
�

会
�

計
�

観
�

に
�

な
�

っ
�

て
�

い
�

る
�

からである（よって，これを，本当は違うがそのように見えてしま

うという意味で，敢えてカギ括弧『』つきの『構造的会計観』とよぶ）。たとえば，「投

資家の意思決定有用性の観点からすると，A という仕訳ではなく B という仕訳が正し
14

い」というような『研究』である。筆者の見る限り，このようなタイプの『研究』は極

めて多いし，またこ
�

れ
�

こ
�

そ
�

が
�

，い
�

わ
�

ゆ
�

る
�

こ
�

れ
�

ま
�

で
�

「規
�

範
�

論
�

」と
�

か
�

「制
�

度
�

会
�

計
�

論
�

」と
�

言
�

わ
�

れ
�

て
�

き
�

て
�

い
�

た
�

も
�

の
�

の
�

「正
�

体
�

」で
�

あ
�

る
�

と考えられる。

最後にタイプ 3は，ある取引における複式簿記を念頭に置いた仕訳を考える際に，利

用者の有用性などは一切切り離して，もっぱら会計等式との関係性から妥当性を検討す

る研究である。これがいわゆる日本において多くの研究蓄積のある会計構造論とよばれ

る領域であり，また，ここでいう構造的会計観であ
15

る。現実の会計制度や会計実践は，

様々なプレイヤーの意図や現実的・経済的な簡便性なども入り混じったまさにカオスと

いえるが，このようなカオスから，様々な「混ざり物」を濾過していくことで，水の元

素記号たる H2O のような存在として，企業会計の計算構造が浮き上がってくる。たと

えば，笠井（2000）は，このような H2O をあ
�

る
�

は
�

ず
�

の
�

会
�

計
�

とよんでいる（笠井 2000

pp.156−158，注 6）。このような会計の H2O を仮説演繹法で考えようというのが，この

タイプ 3の立場である。つまり，H2O は，まず①現実そのままのあ
�

る
�

会
�

計
�

（笠井 2000）

ではない。現実にある水は，H2O に混ざり物が混入していったものであるから，あ
�

る
�

会
�

計
�

を純化ないし濾過していったものがこのあ
�

る
�

は
�

ず
�

の
�

会
�

計
�

であるといえる。つまり，

このあ
�

る
�

は
�

ず
�

の
�

会
�

計
�

を探求する会計構造論および構造的会計観は，制度そのもの（あ
�

る
�

会
�

計
�

）とは，一定の距離をおいたものであるということが理解できる。また，②その意

味で，H2O はあ
�

る
�

べ
�

き
�

会
�

計
�

とも違う。つまり，「水はこうあるべ
�

き
�

である」という何か

水の理想像を語っているものではない。よく誤解される点であるが，この意味で，会計

構造論は，規範論とは異なり，あくまで説明理論としての体系を有している（笠井
16

2000）。
────────────
１４ あえて文献は明示しないが，筆者の見るところ，このタイプの研究は，意思決定有用性の観点からなぜ

A なのか（B なのか），という論証はあまり的確になされていない場合が多いように思われる。
１５ たとえば，笠井（2000 ; 2005）のほか，田口（2005 ; 2009 e）や田口・小林（2009）も参照。

� � � � � � � � � � � � � � � � �
１６ このような，あるはずの会計とある会計やあるべき会計との関係については，田口・小林（2009）補�
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これに対して，タイプ 2の『構造的会計観』は，規範理論としての体系をなしている

という点には留意されたい。つまり，「投資家の意思決定有用性の観点からすると，A

という仕訳ではなく B という仕訳が正し
17

い」というような『構造的会計観』は，その

背後に（「B という仕訳が正しい」という）あ
�

る
�

べ
�

き
�

会
�

計
�

を想定している。この点から

しても，タイプ 2とタイプ 3は異なるものであ
18

る。

よって，現在の「規範理論から説明理論へ」という潮流にも，タイプ 3の会計構造論

は，（説明理論であるから）そもそも巻き込まれる性質のものではないはずである。し

かしながら，会計構造論は（本当は説明理論なのに）「規範理論である」という誤解を

受けているものと思われる。つまり，（本当に規範理論である）タイプ 2と混同されて

捉えられているふしがあり，本来は，タイプ 2に浴びせられるべき「非難」が，タイプ

3に浴びせられてしまっているという現象が起こってしまっているのである。このよう

に，現在，会計構造論の存在意義が薄れてしまっているのは，本来はタイプ 3であるに

もかかわらず，タイプ 2の『研究』群と混同されて捉えられてしまっていることに起因

するところが多いように思われる。

Ⅲ．3 会計構造論に「情報利用者の有用性」の視点は不要

上述のとおり，タイプ 2とタイプ 3はまったくの別物であり，両者は峻別される必要

があるのだが，しばしば両者は混同されることがある。そのような混同の中で，特にタ

イプ 3に対しても，情報利用者の有用性の視点を加味する必要があるとされることがな

いわけではな
19

い。
────────────
� 論もあわせて参照されたい。
１７ 筆者の見るところ，このタイプの研究は，意思決定有用性の観点からなぜ A なのか（B なのか），とい

う論証はあまり的確になされていない場合が多いように思われる。
� � � � � � � � � � � � �

１８ あるべき会計とあるはずの会計の関係については，田口（2009 d）p.10もあわせて参照。また，笠井
� � � � � � � � � � �

（2014）における整理が極めて参考になる。すなわち，まず一方，あるはずの会計は，現実にある会計
� � � � � �

と対になる（現実を帰納した「水」（ある会計）に対する仮説演繹的な説明理論としての H2O たるある
� � � � � � � � � � � � � � � � � � �
はずの会計）。これに対して他方，あるべき会計は，現実にはない会計と対になる（現実にはない会計

� � � � � �
の規範的な姿としてあるべき会計が価値判断的・規範的に提起される）。

１９ たとえば藤井（2002）は，我が国には会計構造論（計算構造論）研究の膨大な蓄積があることを指摘し
たうえで，しかしこのような計算構造論が科学（ポパー流の反証可能性を有する科学）たり得るかとい
う問題提起の中で，以下のように述べている。「一般論としては，計算構造論の閉じた世界では，暫定
的仮説を設定しにくいという問題点を指摘することができるであろう。すなわち，計算構造論の内在的
論理（たとえば実現や対応等）から，資本利益計算の簿記処理技術にかかわる仮説を導出することは比
較的容易であるが，会計機能や会計選択にかかわる仮説を導出することは極めて困難であり，事実上そ
れは不可能とも言えるのである。黒澤教授が指摘された会計学の「実用性」と会計研究者の味わう「あ
る種のいやな経験」は，計算構造論のこうした本源的特質に由来するものであると考えられる。会計機
能や会計選択にかかわる仮説を設定するためには，会計が行われる経済社会の制度的特徴や会計にかか
わる経済主体の性向に関する洞察が不可欠となる。・・・（中略）・・・こうした洞察の基礎となるの
が，広い意味での行動学とりわけ経済学であることは，改めて指摘するまでもないであろう。つまり，
計算構造論が科学であるかどうかという問題は基本的には，暫定的仮説の設定にあたって，こうした行
動学的洞察がどれだけなされているかにかかっているのである。」（p.117。ただし，下線は田口）しか
し，後述するように，会計構造論をタイプ 3として考えるのであれば，行動学的洞察はそもそも不要で
ある。
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しかしながら，これは濡
�

れ
�

衣
�

である。すなわち，これが，タイプ 2の『構造的会計

観』に対する「提言」であれば，（注 12で指摘したような「意思決定有用性の観点から

なぜ A なのか（B なのか）」という論証があまり的確になされていない点を（「意思決

定有用性の観点」を人間行動の視点からブレイクダウンするという意味で）補うこと

で，より精緻なあるべき論を構築できるかもしれないという観点から）もしかすると，

それなりに意味をなすかもしれない。しかしもし仮に，タイプ 3に対する「提言」であ

るとすれば，それは必ずしも的を射たものではない。すなわち，情報利用者の有用性の

視点とは，つまるところ会計機能論（語用論）の視点である。しかしながら，前述のと

おり，会計構造論は，そのような機能論から敢えて距離をおいて，会計処理や仕訳の意

味を会計等式に依拠したうえで検討を進めていくことに大きな意味がある。よって，そ

のような会計構造論に，安易に機能論的視点を接ぎ木のごとく付け足してしまうこと

は，あまり意味が無いばかりか，むしろ会計構造論が持つ本来的な意味を喪失してしま

う恐れすらある。

このように，会計構造論をタイプ 3として位置づけるのであれば，会計構造論があえ

て「情報利用者の有用性」という会計機能論的視点，ひいては，制度そのものが持つ機

能や制度目的からある一定の距離をとっていることそれ自体が，会
�

計
�

構
�

造
�

論
�

お
�

よ
�

び
�

構
�

造
�

的
�

会
�

計
�

観
�

の
�

ア
�

イ
�

デ
�

ン
�

テ
�

ィ
�

テ
�

ィ
�

であると考えることができる。

Ⅲ．4 2つの誤解

以上のように，構造的会計観をめぐっては，2つの誤解がある。それを図に纏める

と，図表 5のようになる。

図表 5に示されるとおり，構造的会計観に対する誤解は 2つある。第 1は，構造的会

計観が，制度そのものとは一定の距離をおき，もっぱら構文論にのみ関わるものである

にもかかわらず（そしてそこにこそ，アイデンティティがあるにもかかわらず），もっ

と情報利用者の有用性の視点を含めるべきである（制度の目的や機能に沿った議論をす

べきである）という「言われなき批判」である。また第 2は，構造的会計観は，あくま

であ
�

る
�

は
�

ず
�

の
�

会
�

計
�

に関わる説明理論であるにもかかわらず，「規範論は現代会計に不要

である」（よって構造的会計観は不要である）とする「言われなき批判」である。

しかし，図表 5からすると，これらは，タイプ 3の構造的会計観に対する批判として

は，的を射ていないことが理解できる。すなわち，これらは全て，タイプ 2に対する批

判であり，それへの批判という意味では的を射たものであるといえる。つまり，タイプ

3の構造的会計観は，タイプ 2と混同されてしまうことで，2
�

つ
�

の
�

誤
�

解
�

（制度との関係

に関する誤解，説明理論であることへの誤解）を受けてしまっている。そして，そのこ

とで，いま，タイプ 2とともに，その存在意義が薄れてしまっている状態にあるのであ
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本来の姿 誤解の元凶 2つの誤解

←誤解2「規範論は，現代会計に不要」

タイプ 3：構造的会計観 タイプ 2：『構造的会計観』

特徴 2：説明理論（あるはずの会計） 特徴 2：規範理論（あるべき会計）

特徴 1：もっぱら構文論（会計構
造論）のみに関わる議論（制度そ
のものとは距離を置くスタンス）

特徴 1：実は会計機能論（実は，
制度（制度の目的や機能）が根底
にある）

←誤解 1「もっと情報利用者の  

有用性の視点を含めるべき」

両者の混同

る。

Ⅲ．4 会計構造論との望ましい「補いあい」のかたち

では，そのようなアイデンティティを持った会計構造論ないし構造的会計観は，今後

このまま廃れていってよい研究領域なのであろうか。

このことを考えるために，会計処理や仕訳を巡る望ましい「補いあい」のかたちを考

えてみると，図表 6のようになる。

結論的には，筆者は，会計構造論は，今後廃れていってよい領域ではなく，むしろ，

実験制度会計論と「ほどよい距離感」を保ちながら，今後さらなる充実を図るべき領域

であると考えている。

図表 5 構造的会計観をめぐる 2つの誤解

図表 6 将来的に望ましい「補いあい」のかたち：会計構造論を入れて考える
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すなわち，図表 6で特に注目したいのは，実験制度会計論が取り扱っている人間の情

報認知と，そのもとでの（かつ，人間の相互依存的環境下での）意思決定の問題とは全

く別個のところで，会計構造論が，制度上の仕訳や会計処理を律する（大枠を決する）

立場にあるという点である。ここで，会計構造論は，あくまで会計の H2O として，混

沌の産物である制度とは一定の距離感を保ってはいるものの，しかし，現実の制度上の

会計処理ひいては仕訳に対して，会計等式を背景としたかたちで，一定の指針を指し示

すものとなる。

そして，会計構造論が有するこのような性質を「説
�

明
�

理
�

論
�

の
�

規
�

範
�

性
�

」という（笠井

2000，田口 2005）。すなわち，会計構造論は，仮説演繹法によりあ
�

る
�

は
�

ず
�

の
�

会
�

計
�

を目

指す説明理論であり，「本来はこうあるは
�

ず
�

であろう」という範囲内においての一定の

規範性を有することになる。実験制度会計論（および，それと相互補完関係にあるアー

カイバル分析）と会計構造論は，この「説明理論の規範性」をひとつのカギとして，実

は，制度設計上の「車の両輪」の関係になるものと考えられる。

但し，重要なのは，「車の両輪」でありながら，かつ，それぞれが独立しあっている

という関係性である。すなわち，（誤解のないように重複を恐れず付け加えておくとす

るならば）制度設計上の「車の両輪」としても，構造的会計観は，あくまで制度設計と

は距離を置いたものと位置づけられるのが望ましいように思われる。すなわち，現
�

実
�

に
�

あ
�

る
�

会計制度そのものの分析とは別に，あ
�

る
�

は
�

ず
�

の
�

会
�

計
�

を分析・構築するのが構造的会

計観であるとしたら，構造的会計観による分析は，「現実の水」そのものの説明に目を

向けるのではなく，あくまで「H2O」の精緻化に力を注ぐ必要があるだろう。つまり，

①一応は，制度設計を視野には入れるものの，②しかしながら，そこからは一定の距離

をとった存在として，構造的会計観を位置づけることが重要であろう。

このような意味において，実験制度会計論は，会計構造論研
20

究を何ら否定するもので

はない。むしろ，お互いが制度を介して「よい距離感」を保ち，役割分担をすること

で，「車の両輪」になる必要がある。つまり，実験制度会計論は，自らが得意とする人

間心理の観点から制度を捉え，会計構造論は自らが得意とする（その人間心理の大前提

となる）会計等式ないし複式簿記機構の観点から，一定の距離を保ちつつ，制度（の会

計処理・仕訳）を捉える。両者はむしろ融合する必要はなく，ほどよい距離を保ったう

えで，両立すればよいのではなかろうか。

つまり，先の「情報利用者の有用性の視点を加味するべきだ」という声は，実験制度

会計論のほうで吸収すればよく，他方の会計構造論は，そ
�

の
�

ま
�

ま
�

（機能論から距離をお
────────────
２０ ここでも誤解のないように重複を恐れず付け加えておくとするならば，ここでの会計構造論研究とは，

あくまでタイプ 3の研究を指し，よくみられるような（かつてよくみられたような）タイプ 2のカギ括
� � �

弧付きの『構造的会計観』研究は含んでいないことには，くれぐれも留意されたい。タイプ 2と実験制
� �

度会計論とは車の両輪の関係にはないし，むしろ筆者はタイプ 2の『研究』には否定的である。
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いたまま）であればよい。

Ⅳ お わ り に

本稿は，「実験制度会計論」とよばれる新しい領域の問題意識について，既存の会計

研究との相対化，特に，日本に多くの研究蓄積のある（そして，ここ最近は研究が衰退

方向にあると思われる）会計構造論ないし計算構造論とよばれる領域との相対化の中で

分析することを目的とするものであった。本稿で得られるインプリケーションは以下の

とおりである。

（1）現状における「制度会計論」と「実験会計学」は，いずれも「本来やるべきことを

やらない」状態にあり，上手くマッチしていなかったというのが現状であるが，現在の

制度環境の変化を考えると，両者はお互いに出会う必然性があること。

（2）現在，会計構造論ないし構造的会計観は，タイプ 2『構造的会計観』と混同されて

しまうことで，2
�

つ
�

の
�

誤
�

解
�

（制度との関係に関する誤解，説明理論であることへの誤

解）を受けてしまっており，その誤解ゆえに，存在意義が薄れてしまっている状態にあ

ること。

（3）そのような誤解ないし濡れ衣を晴らしたうえで（そのことを前提としたうえで），

実験制度会計論は今後，（誤解の解けた）構造的会計観とも「ほどよい距離感」を持ち

ながら，補いあう必要があること。

※本稿は，科学研究費補助金基盤研究 C（研究課題番号：25380627），若手 A（研究課題番号：
24683015）の研究成果の一部である。
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